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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第55期

第３四半期
連結累計期間

第56期
第３四半期
連結累計期間

第55期

会計期間
自 平成27年３月１日

至 平成27年11月30日

自 平成28年３月１日

至 平成28年11月30日

自 平成27年３月１日

至 平成28年２月29日

営業収益 （百万円） 465,234 513,269 668,784

経常利益 （百万円） 21,204 24,082 31,102

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（百万円） 13,487 7,299 18,766

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 13,151 8,415 17,110

純資産額 （百万円） 153,433 161,995 157,851

総資産額 （百万円） 478,853 481,199 468,026

１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 188.19 101.87 261.96

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 29.8 31.3 31.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,580 21,642 13,553

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △19,497 △14,945 △26,071

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 19,089 △10,445 12,956

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 15,163 9,681 13,429
 

 

回次
第55期

第３四半期
連結会計期間

第56期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年９月１日

至 平成27年11月30日

自 平成28年９月１日

至 平成28年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 59.17 59.13
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．営業収益（売上高及び営業収入）には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期より、

「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としています。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重要な変更

はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に

重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について

の重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在していません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当第３四半期の末日現在において当社グループが判断したものです。

(1)　経営成績の分析

　当第３四半期におけるわが国経済は、海外経済が力強さを欠き円高が重しとなるなか、企業業績も厳しさを増して低

調に推移しました。小売業界においては、失業率や消費者物価の低下に伴い雇用・所得面での環境は改善している一方

で、生鮮野菜の高騰などもあり消費者センチメントは引き続き弱く、厳しい状況が続きました。

　４月には熊本地震の発生により、地域住民の生活や企業活動が多大な影響を受けました。当社グループにおいては、

被災地救援を目的として避難所への支援物資の提供、被災地を除くグループ全店舗において災害義援金募金活動を展開

し、１日も早い被災地の復興に向けた取り組みに注力しました。また、被災により休業状態にあった当社の「ゆめタウ

ンサンピアン」（当第３四半期末現在で全館が営業を再開）及び「ゆめタウンはません」（当第３四半期末現在で１階

及び２階フロアの営業を再開、休業中の３階フロア及び映画館は平成29年春に営業再開予定）の２店舗で営業を再開し

ました。また、連結子会社である株式会社ゆめマート（以下、ゆめマート）の「ゆめマート楠」は、平成29年の営業再

開を予定しています。

　店舗面では、９月に「ゆめタウン徳山（山口県周南市）」を開業し、ドミナント戦略をさらに進展させました。ま

た、既存店の活性化を強力に推し進めました。主な取り組みとしては、３月に当社の「ゆめタウン筑紫野（福岡県筑紫

野市）」などをリニューアルオープンさせ、11月には「ゆめタウン佐賀（佐賀県佐賀市）」を増床しリニューアルオー

プンさせました。強みである「食」と有力なテナント様との協業により、三世代の幅広い層のお客様が快適に過ごせる

空間づくりを実現するとともに、食品売場及びレストラン街・フードコートを充実させることで、地域において一番の

集客力を誇る店舗づくりをより一層前進させました。

　食品スーパー子会社では、熊本地震の影響によりゆめマートが一部の店舗において一時的に休業を余儀なくされたも

のの、営業再開した後には被災地の復興に必要な品揃えに努め、早期に既存店売上高を回復させることができました。

また、カード戦略の共有化、共同仕入れの拡大、原価交渉力の強化並びに物流・システムの連携等での当社との協力関

係を深め、スケールメリットとドミナント展開のメリットを享受すべく、業務効率の改善に取り組みました。主に、連

結子会社の株式会社スーパー大栄（以下、スーパー大栄）及び株式会社ユアーズ（以下、ユアーズ）では、店舗の収益

力の将来性を見極め、店舗閉鎖を断行する一方で既存店舗の活性化に取り組みました。なお、スーパー大栄が複数で運

営していた店舗のストアブランドを「ゆめマート」に一本化し、全店の名称変更を完了させ、新たにスタートを切って

います。

　これらの結果、当第３四半期の営業成績は以下のとおりとなりました。

 

 
前第３四半期

(H27年3月～H27年11月)

当第３四半期

(H28年3月～H28年11月)
増減（金額） 増減（率）

営業収益 465,234百万円 513,269百万円 48,034百万円 10.3％

営業利益 21,701百万円 23,950百万円 2,248百万円 10.4％

経常利益 21,204百万円 24,082百万円 2,878百万円 13.6％

親会社株主に帰属する

四半期純利益
13,487百万円 7,299百万円 △6,188百万円 △45.9％

 

 

営業成績の主な増減要因
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①営業収益及び売上総利益

営業収益のうち、売上高は前年同期比45,777百万円（10.3％）増加し、489,652百万円となりました。また、営業収入

は前年同期比2,257百万円（10.6％）増加し、23,617百万円となりました。これは、主に当社における堅調な既存店販売

及び前期の新設・増床店舗が期初より稼働したことなどによるものです。

売上総利益は、107,228百万円（前年同期比12,720百万円増）となりました。売上高対比では21.9％となり前年同期に

比べて0.6ポイント改善しました。これは、当社の直営部門において、原価低減やロスの抑制に努めたことなどによるも

のです。

なお、これらに加えユアーズなどが前期に連結子会社となったことで、売上高、営業収入及び売上総利益の増加並び

に売上比の改善に寄与しています。

 

②販売費及び一般管理費並びに営業利益

　販売費及び一般管理費は、経費コントロールに努めた一方、当社における新設店舗等の創業経費及び前期に新設した

店舗の人件費などの増加、並びに連結子会社が増加したことにより、前年同期比12,729百万円（13.5％）増加の106,895

百万円となりました。売上高対比では21.8％となり前年同期に比べて0.6ポイント上昇しました。

これらの結果、営業利益は前年同期比2,248百万円（10.4％）増加の23,950百万円となり、売上高対比は4.9％と前年

同期に比べて横ばいとなりました。

 

③営業外損益及び経常利益

　営業外収益は、熊本地震被災時における災害見舞金や支援物資の受贈等により、前年同期比460百万円増加の1,464百

万円となりました。一方、営業外費用は、支払利息の低減などにより前年同期比169百万円減少の1,332百万円となりま

した。

　これらの結果、経常利益は前年同期比2,878百万円（13.6％）増加の24,082百万円となりました。売上高対比は4.9％

と前年同期に比べて0.1ポイント上昇しました。

 

④特別損益、法人税等、非支配株主に帰属する四半期純利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益

　特別利益は、前年同期に計上した投資有価証券売却益などがなくなった一方、主に固定資産売却益349百万円を計上し

たことで823百万円となりました（前年同期比510百万円の減少）。また、特別損失は、主に熊本地震に起因する災害に

よる損失11,495百万円等を計上し、12,412百万円となりました（前年同期比12,018百万円の増加）。

　法人税等は4,895百万円となりました（前年同期比3,902百万円の減少）。

　非支配株主に帰属する四半期純利益は297百万円となりました（前年同期は△142百万円）。

　これらの結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比6,188百万円（△45.9％）減少の7,299百万円となり

ました。売上高対比は1.5％と前年同期に比べて1.5ポイント低下しました。
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各セグメントの業績

■営業収益

 
前第３四半期

(H27年3月～H27年11月)

当第３四半期

(H28年3月～H28年11月)
増減（金額） 増減（率）

小売事業 450,122百万円 498,742百万円 48,619百万円 10.8％

小売周辺事業 48,179百万円 71,187百万円 23,008百万円 47.8％

その他 3,680百万円 3,740百万円 59百万円 1.6％

調整額 △36,747百万円 △60,400百万円 △23,652百万円 ―

合計 465,234百万円 513,269百万円 48,034百万円 10.3％
 

 

■営業利益

 
前第３四半期

(H27年3月～H27年11月)

当第３四半期

(H28年3月～H28年11月)
増減（金額） 増減（率）

小売事業 18,470百万円 20,345百万円 1,874百万円 10.2％

小売周辺事業 2,944百万円 3,023百万円 79百万円 2.7％

その他 533百万円 720百万円 186百万円 35.0％

調整額 △247百万円 △139百万円 107百万円 ―

合計 21,701百万円 23,950百万円 2,248百万円 10.4％
 

 

①小売事業

　当社グループのコア・ビジネスである小売事業においては、被災地救援を目的として避難所への支援物資の提供、被

災地を除くグループ全店舗において災害義援金募金活動を展開し、１日も早い被災地の復興に向けた取り組みに注力し

ました。また、被災により休業状態にあった当社の「ゆめタウンサンピアン」（当第３四半期末現在で全館が営業を再

開）及び「ゆめタウンはません」（当第３四半期末現在で１階及び２階フロアの営業を再開、３階フロア及び映画館は

平成29年春に営業再開予定）の２店舗で営業を再開しました。また、連結子会社ゆめマートの「ゆめマート楠」は、平

成29年の営業再開を予定しています。

　商品面では、当社の創業55周年の感謝を品質と価格で還元した「55周年記念商品」とともに、被災地域で生産された

食材や商品を積極的に全店展開し、販売増加に結び付けました。また、引き続き付加価値提案力を高め、利用頻度の高

い日常商品の価格対応をより強化することで、“いいものを安く”をこれまで以上に進歩させ、二極化する消費行動に

対応してきました。店舗を起点とした発想で地域や世代ごとの嗜好の相違に対応した品揃えや価格設定の見直しに努め

るとともに、原価低減やロスの抑制により価格競争力を高めてきました。

　店舗面では、９月に「ゆめタウン徳山（山口県周南市）」を開業し、ドミナント戦略をさらに進展させました。ま

た、既存店の活性化を強力に推し進めました。主な取り組みとしては、３月に当社の「ゆめタウン筑紫野（福岡県筑紫

野市）」などをリニューアルオープンさせ、11月には「ゆめタウン佐賀（佐賀県佐賀市）」を増床しリニューアルオー

プンさせました。強みである「食」と有力なテナント様との協業により、三世代の幅広い層のお客様が快適に過ごせる

空間づくりを実現するとともに、食品売場及びレストラン街・フードコートを充実させることで、地域において一番の

集客力を誇る店舗づくりをより一層前進させました。

　食品スーパー子会社では、熊本地震の影響によりゆめマートが一部の店舗において一時的に休業を余儀なくされたも

のの、営業再開した後には被災地の復興に必要な品揃えに努め、早期に既存店売上高を回復させることができました。

また、カード戦略の共有化、共同仕入れの拡大、原価交渉力の強化並びに物流・システムの連携等での当社との協力関

係を深め、スケールメリットとドミナント展開のメリットを享受すべく、業務効率の改善に取り組みました。主に、連

結子会社のスーパー大栄及びユアーズでは、店舗の収益力の将来性を見極め、店舗閉鎖を断行する一方で既存店舗の活

性化に取り組みました。なお、スーパー大栄が複数で運営していた店舗のストアブランドを「ゆめマート」に一本化

し、全店の名称変更を完了させ、新たにスタートを切っています。

　これらの取り組みに対して販売動向は、不要不急な消費を抑制する動きは依然として継続しているものの、全体的に

は堅調に推移しました。「おかげさまで創業55周年記念祭」では年間を通じた記念商品として仕入先様と協働し、食品

及び生活雑貨などで付加価値の高い商品を取り揃えました。また、熊本地震の被災地域で生産された食材や商品を積極
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的に展開すべく「がんばろう熊本・大分！応援セール」を展開するとともに、被災地域における刻一刻と変化するニー

ズに迅速に対応し、グループ店舗への商品の安定供給に注力しました。夏場には、衣料品などのクリアランスセールが

好調であったことや、帰省時期に合わせたランドセルの販売では、三世代消費の積極的な取り込みを行いました。秋口

には、地元球団である広島東洋カープのリーグ優勝から日本シリーズでの健闘による盛り上がりを背景に関連グッズ販

売などが伸び、創業55周年に関連したセールやハロウィン等の季節催事も成功裏に終わりました。これらにより、当第

３四半期における当社の既存店売上高は前年同期比で2.1％増となりました。

　コスト面では、商品仕入における原価低減及びロスの抑制を推し進めました。また、販売費及び一般管理費がユアー

ズなど連結子会社の増加などにより増加した一方、熊本地震の影響を最小限にとどめるべく経費コントロールに注力し

ました。

　これらの結果、営業収益は498,742百万円（前年同期比10.8％増）、営業利益は20,345百万円（前年同期比10.2％増）

となりました。

 

②小売周辺事業

　小売周辺事業では、一部の業務において、他セグメントとの取引条件を見直した一方、電子マネー「ゆめか」の利用

拡大やショッピング時のクレジット利用を推進しました。また、前期に連結子会社化したユアーズ等へのカードシステ

ム導入を推し進めるとともに、ゆめタウンに入居するテナント様をはじめとする外部加盟店での取扱いを拡大すること

で、当社グループにおけるカード戦略の一層の深化を図りました(「ゆめか」の累計発行枚数は、前期末551万枚、当第

３四半期末604万枚)。また、お客様の利便性を高めることでご利用頻度の向上を図り、レジ業務の生産性改善に繋げる

とともに、小売事業への集客及び店舗間の相互送客に寄与しました。

　これらの結果、営業収益は71,187百万円（前年同期比47.8％増）、営業利益は3,023百万円（前年同期比2.7％増）と

なりました。

 

③その他

　卸売事業では、営業政策を強化する一方、円高の進行による仕入価格の低下等で利益水準が改善しました。また、不

動産賃貸事業では安定的な賃料収入を計上しました。

　これらの結果、営業収益は3,740百万円（前年同期比1.6％増）、営業利益は720百万円（前年同期比35.0％増）となり

ました。
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(2)　財政状態の分析

当第３四半期末における資産、負債及び純資産の残高、前期末対比の増減額及び主な増減要因は以下のとおりです。

 
前期末

(H28年2月29日)

当第３四半期末

(H28年11月30日)
増減

総資産 468,026百万円 481,199百万円 13,172百万円

負債 310,175百万円 319,203百万円 9,028百万円

純資産 157,851百万円 161,995百万円 4,143百万円
 

 

総　資　産

・当第３四半期の設備投資額は23,062百万円であり、これは主に店舗新設に係る先行投資等によるものです。その結

果、有形固定資産は、減価償却実施後で9,786百万円増加しました。

・受取手形及び売掛金は、クレジット取扱高の増加等により4,637百万円増加しました。

 

負　債

・支払手形及び買掛金は、販売増に伴う仕入れの増加等で3,066百万円増加しました。

・熊本地震に起因する災害損失引当金を5,519百万円計上しました。

・未払法人税等は、当第３四半期中の納付により4,243百万円減少しました。

・短期借入金及び長期借入金は、5,516百万円減少しました。

 

純　資　産

・利益剰余金は、配当支出により減少したものの、内部留保額の上積み等により2,569百万円増加しました。

・これらの結果、自己資本比率は31.3％となり、前期末の31.5％に比べて0.2ポイント低下しました。
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(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

 
前第３四半期

(H27年3月～H27年11月)

当第３四半期

(H28年3月～H28年11月)
増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,580百万円 21,642百万円 19,062百万円

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,497百万円 △14,945百万円 4,552百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー 19,089百万円 △10,445百万円 △29,535百万円
 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー

・主な収入項目は、税金等調整前四半期純利益12,493百万円、減価償却費11,580百万円です。

・主な支出項目は、法人税等の支払額8,956百万円、災害損失の支払額5,340百万円及び売上債権の増加額4,632百万円で

す。

 

投資活動によるキャッシュ・フロー

・主な支出項目は、有形固定資産の取得による支出16,474百万円です。これは主に、店舗新設に係る先行投資等による

ものです。

・主な収入項目は、有形固定資産の売却による収入1,572百万円です。

 
財務活動によるキャッシュ・フロー

・主な収入項目は、長期借入れによる収入28,800百万円です。

・主な支出項目は、長期借入金の返済による支出19,502百万円、短期借入金の純増減額14,813百万円及び配当金の支払

額4,729百万円です。

 

以上の結果、現金及び現金同等物の残高は、前期末対比3,748百万円減少し、9,681百万円となりました。

 

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

 

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 195,243,000

計 195,243,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年１月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 78,861,920 78,861,920
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 78,861,920 78,861,920 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年11月30日 － 78,861 － 19,613 － 22,282

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容を把握できず記載すること

ができないため、直前の基準日である平成28年８月31日現在で記載をしています。

 

① 【発行済株式】

平成28年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）  

－ －
　普通株式 7,200,800

（相互保有株式）  

　普通株式 9,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 71,572,200 715,722 －

単元未満株式 普通株式 79,420 － －

発行済株式総数  78,861,920 － －

総株主の議決権  － 715,722 －
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社サングリーン所有の相互保有株式２株及び当社所有の自己株

式76株が含まれています。

 

② 【自己株式等】

平成28年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割

合(％)

（自己保有株式）      

株式会社イズミ
広島市東区二葉の里三丁
目３番１号

7,200,800 － 7,200,800 9.13

（相互保有株式）      

株式会社サングリーン
広島県三次市十日市東四
丁目１番30号

9,500 － 9,500 0.01

計 － 7,210,300 － 7,210,300 9.14
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成していま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年９月１日から平成

28年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。

 

EDINET提出書類

株式会社イズミ(E03068)

四半期報告書

11/25



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 13,844 10,085

  受取手形及び売掛金 31,387 36,024

  商品及び製品 26,597 29,771

  仕掛品 114 265

  原材料及び貯蔵品 437 441

  その他 16,917 16,306

  貸倒引当金 △590 △608

  流動資産合計 88,708 92,286

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 155,544 159,009

   土地 156,890 157,526

   その他（純額） 12,873 18,558

   有形固定資産合計 325,308 335,094

  無形固定資産   

   のれん 7,236 6,485

   その他 8,839 8,647

   無形固定資産合計 16,075 15,132

  投資その他の資産   

   その他 38,346 39,089

   貸倒引当金 △411 △404

   投資その他の資産合計 37,934 38,685

  固定資産合計 379,318 388,913

 資産合計 468,026 481,199
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年11月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 33,479 36,545

  短期借入金 50,704 35,891

  1年内返済予定の長期借入金 23,320 25,252

  未払法人税等 7,144 2,901

  賞与引当金 1,753 3,580

  役員賞与引当金 38 24

  ポイント引当金 2,302 2,676

  商品券回収損失引当金 111 111

  災害損失引当金 － 5,519

  事業整理損失引当金 433 104

  その他 28,675 36,945

  流動負債合計 147,963 149,552

 固定負債   

  長期借入金 118,616 125,982

  役員退職慰労引当金 1,435 1,561

  利息返還損失引当金 230 150

  退職給付に係る負債 7,308 7,312

  資産除去債務 7,445 7,511

  その他 27,175 27,132

  固定負債合計 162,211 169,650

 負債合計 310,175 319,203

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 19,613 19,613

  資本剰余金 22,577 22,588

  利益剰余金 123,785 126,354

  自己株式 △18,483 △18,509

  株主資本合計 147,493 150,047

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 793 1,266

  退職給付に係る調整累計額 △638 △559

  その他の包括利益累計額合計 155 707

 非支配株主持分 10,203 11,240

 純資産合計 157,851 161,995

負債純資産合計 468,026 481,199
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年11月30日)

売上高 443,874 489,652

売上原価 349,367 382,423

売上総利益 94,507 107,228

営業収入 21,359 23,617

営業総利益 115,867 130,845

販売費及び一般管理費 94,166 106,895

営業利益 21,701 23,950

営業外収益   

 受取利息 111 111

 仕入割引 247 241

 持分法による投資利益 25 3

 その他 620 1,107

 営業外収益合計 1,004 1,464

営業外費用   

 支払利息 1,148 1,039

 その他 353 292

 営業外費用合計 1,501 1,332

経常利益 21,204 24,082

特別利益   

 固定資産売却益 13 349

 投資有価証券売却益 931 56

 負ののれん発生益 18 279

 補助金収入 369 6

 その他 － 130

 特別利益合計 1,333 823

特別損失   

 固定資産売却損 17 64

 固定資産除却損 183 370

 減損損失 99 126

 災害による損失 ※  － ※  11,495

 その他 92 355

 特別損失合計 394 12,412

税金等調整前四半期純利益 22,143 12,493

法人税、住民税及び事業税 8,385 4,685

法人税等調整額 413 209

法人税等合計 8,798 4,895

四半期純利益 13,345 7,597

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△142 297

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,487 7,299
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年11月30日)

四半期純利益 13,345 7,597

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △250 738

 退職給付に係る調整額 55 78

 その他の包括利益合計 △194 817

四半期包括利益 13,151 8,415

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 13,256 7,851

 非支配株主に係る四半期包括利益 △105 563
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 22,143 12,493

 減価償却費 10,651 11,580

 減損損失 99 126

 災害損失 － 11,495

 のれん償却額 127 750

 負ののれん発生益 △18 △279

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 133 89

 受取利息及び受取配当金 △168 △165

 支払利息 1,148 1,039

 持分法による投資損益（△は益） △25 △3

 補助金収入 △369 △6

 投資有価証券売却損益（△は益） △914 △36

 固定資産売却損益（△は益） 3 △284

 固定資産除却損 183 370

 売上債権の増減額（△は増加） △5,141 △4,632

 たな卸資産の増減額（△は増加） △2,491 △3,620

 仕入債務の増減額（△は減少） △7,491 2,922

 その他 △2,945 5,005

 小計 14,926 36,845

 利息及び配当金の受取額 165 168

 利息の支払額 △1,166 △1,080

 補助金の受取額 369 6

 災害損失の支払額 － △5,340

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △11,713 △8,956

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,580 21,642

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △19,615 △16,474

 有形固定資産の売却による収入 164 1,572

 無形固定資産の取得による支出 △1,384 △738

 投資有価証券の取得による支出 △907 △291

 投資有価証券の売却による収入 2,289 237

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

1,173 154

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,103 －

 短期貸付金の増減額（△は増加） △363 △246

 その他 250 840

 投資活動によるキャッシュ・フロー △19,497 △14,945
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           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年11月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 15,633 △14,813

 長期借入れによる収入 29,450 28,800

 長期借入金の返済による支出 △19,337 △19,502

 自己株式の取得による支出 △2,168 △2

 配当金の支払額 △4,228 △4,729

 非支配株主への配当金の支払額 △28 △28

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △46

 その他 △231 △122

 財務活動によるキャッシュ・フロー 19,089 △10,445

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,173 △3,748

現金及び現金同等物の期首残高 12,990 13,429

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,163 ※  9,681
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 
（会計方針の変更等）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を

資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しまし

た。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得

原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しま

す。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っています。当

該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及

び連結財務諸表の組替えを行っています。

当第３四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社

株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載

し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却

に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法

に変更しています。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しています。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微です。　

 

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しています。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微です。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（災害損失引当金）

熊本地震により被害を受けた建物、設備等の原状回復に要する費用等に備えるため、当第３四半期連結会計期

間末における当該損失見積額を計上しています。
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（四半期連結損益計算書関係）

　※　災害による損失は、熊本地震に関連する損失であり、内訳は次のとおりです。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
 至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
 至 平成28年11月30日)

災害資産の原状回復費等 －百万円 9,835百万円

固定資産や棚卸資産の滅失等 －　〃 358　〃

その他災害に関連する費用 －　〃 1,301　〃

合計 －百万円 11,495百万円
 

なお、上記金額には、災害損失引当金繰入額5,519百万円を含んでいます。

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

です。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
 至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
 至 平成28年11月30日)

現金及び預金勘定 15,653百万円 10,085百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △490 〃 △404 〃

現金及び現金同等物 15,163百万円 9,681百万円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年11月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月21日
定時株主総会

普通株式 2,012 28.00 平成27年２月28日 平成27年５月22日 利益剰余金

平成27年10月８日
取締役会

普通株式 2,216 31.00 平成27年８月31日 平成27年11月９日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

第１四半期連結会計期間より「退職給付に関する会計基準」を適用しています。この変更に伴い、当第３四半期連

結累計期間の期首において、利益剰余金が963百万円増加しています。

また、平成27年７月21日開催の取締役会決議により、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、当第３四半期連結累計期間に自己株式372千株を新たに取得しました。これにより自己株式

が2,165百万円増加しています。

 
当第３四半期連結累計期間（自 平成28年３月１日 至 平成28年11月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月26日
定時株主総会

普通株式 2,364 33.00 平成28年２月29日 平成28年５月27日 利益剰余金

平成28年10月11日
取締役会

普通株式 2,364 33.00 平成28年８月31日 平成28年11月14日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注3)

小売事業
小売周辺
事業

計

営業収益        

　外部顧客への営業収益 449,791 12,991 462,782 2,452 465,234 － 465,234

　セグメント間の内部
　営業収益又は振替高

330 35,188 35,519 1,228 36,747 △36,747 －

計 450,122 48,179 498,301 3,680 501,982 △36,747 465,234

セグメント利益 18,470 2,944 21,414 533 21,948 △247 21,701
 

(注1)　「その他」の区分は、衣料品などの卸売事業等を含んでいます。

(注2)　セグメント利益の調整額△247百万円は、セグメント間の未実現利益の調整額等を含んでいます。

(注3)　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

小売事業セグメントにおいて、当第３四半期連結会計期間に株式取得により、株式会社ユアーズ及びその子会社

７社を連結子会社、２社を持分法適用会社としました。当該事象によるのれんの増加額は当第３四半期連結累計期

間において5,960百万円です。また、当第３四半期連結会計期間に株式取得により、株式会社デイリーマートを連結

子会社としました。当該事象によるのれんの増加額は当第３四半期連結累計期間において722百万円です。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注3)

小売事業
小売周辺
事業

計

営業収益        

　外部顧客への営業収益 498,298 12,496 510,795 2,474 513,269 － 513,269

　セグメント間の内部
　営業収益又は振替高

443 58,690 59,134 1,265 60,400 △60,400 －

計 498,742 71,187 569,929 3,740 573,669 △60,400 513,269

セグメント利益 20,345 3,023 23,369 720 24,089 △139 23,950
 

(注1)　「その他」の区分は、衣料品などの卸売事業等を含んでいます。

(注2)　セグメント利益の調整額△139百万円は、セグメント間の未実現利益の調整額等を含んでいます。

(注3)　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため記載を省略しています。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
 至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
 至 平成28年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 188円19銭 101円87銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

13,487 7,299

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

13,487 7,299

普通株式の期中平均株式数(千株) 71,669 71,658
 

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第56期（平成28年３月１日から平成29年２月28日まで）中間配当については、平成28年10月11日開催の取締役会に

おいて、平成28年８月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配

当しました。

① 配当金の総額 2,364百万円  
② １株当たりの金額 33円00銭  
③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年11月14日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年１月12日

株式会社イズミ

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   和   泉   年   昭   

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   谷   　   宏   子   

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イズミ

の平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年９月１日から平成28

年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イズミ及び連結子会社の平成28年11月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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